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１ 理事長によるメッセージ 

 

  栃木県立がんセンターは、がんに対する「検診から治療まで」の一貫した診療体制の確立を目的として、昭和 61（1986）年９月に開院して

以来、がん専門病院として、標準治療はもとより先進的ながん医療や治験・臨床研究などに積極的に取り組んできました。平成 28年（2016年）

４月には経営形態を地方独立行政法人に改め、柔軟な組織改編や職員の採用等により、医療サービスの充実と業務運営の改善及び効率化に努

めているところです。 

  令和元（2019）年度末頃から社会全体に大きな影響を及ぼしている新型コロナウイルス感染症の対応については、がん専門病院としての機能

に留まらず、一部病棟を新型コロナウイルス感染症患者専用病床に切り替えて運用する等により、地域の医療提供体制の確保に協力してきま

した。また、医療機関間の対面での交流が制限される中、当センターで行っているがん医療を栃木県内の医師に紹介する医療情報交換会や、合

同勉強会、医療圏内のカンファレンス等についてはオンラインで継続し、地域におけるがん診療の基盤の整備に努めています。 

第２期中期計画期間の初年度となった令和３（2021）年度には、バイオバンクセンターの設置、研究職の採用等、新たな取組を始め、当セン

ターが実施すべき事業を５大事業（病院事業、研究事業、臨床試験管理事業、バイオバンク事業、がん対策事業）として整理しました。翌令和

４（2022）年度には研究所をリニューアルし、がんの個別化医療を中心に、臨床に密着した研究を推進しています。 

令和４（2022）年度は、厚生労働省の定める「がん診療連携拠点病院等の整備に関する指針」が見直され、平成 19（2007）年以来、都道府 

県がん診療連携拠点病院の指定を受けている当センターの責務が増した年でもありました。重責を担う立場として、他のがん診療連携病院等 

や関係機関等との連携をより緊密にし、県内のどこに住んでいる方でも質の高いがん医療や支援が受けられる体制の整備を進めるとともに、 

当センターの強みを活かし、特に希少がんや難治性がんに関する取組を強化して、可能な限り栃木県内でがん医療が完結するよう努めて参り 

ます。 

 

２ 法人の目的、業務内容 

 (1) 法人の目的 

栃木県のがん医療政策として求められる高度専門医療を提供するとともに、医療に関する調査及び研究を行い、県内における医療水準の

向上を図り、もって県民の健康の確保及び増進に寄与することを目的とする。 
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 (2) 業務内容 

ア 医療を提供すること。 

イ 医療に関する調査及び研究を行うこと。 

ウ 医療に関する技術者の研修を行うこと。 

エ 上記に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。 

 

３ 法人の位置付け及び役割 

  本県では、少子高齢化の急速な進行など保健医療を取り巻く環境の変化、医療サービス提供体制の制度改革に伴う医療計画制度の見直しに

対応するため、「質の高い医療を効率的に提供する体制を確保するとともに、保健・介護・福祉サービスと一体的に提供することによる、誰も

が住み慣れた地域において健康で、安心して暮らすことができる環境づくり」を基本理念とする「栃木県保健医療計画（７期計画）」（計画期

間：平成 30(2018)年度～令和５(2023)年度）を策定し、県民が生涯を通じて、安全で質の高い医療を効率的に受けられる体制の整備・充実や、

医師をはじめとする保健・医療・介護・福祉に関わる人材の育成確保、さらにはその連携体制の充実・強化などに取り組んできた。 

  また、県民一人一人ががんを知り、がんと共生する地域社会を構築することを目指して、「栃木県保健医療計画（７期計画）」と計画期間を同

じくする「栃木県がん対策推進計画（３期計画）」を策定し、がんの予防及び早期発見、がん医療の充実、がん患者等を支える環境づくり、さ

らにはこれらのがん対策を推進するために必要な基盤の整備を推進している。 

  こうした中、当法人においては、地方独立行政法人の利点を十分に活かした病院運営を行うことにより経営改善を図りつつ、質の高いがん医

療を安定的に提供するとともに、県内における医療水準の向上を推進するなど、県民の健康の確保及び増進に寄与することを強く求められて

いる。 

 

４ 中期目標 

 (1) 概要 

   栃木県立がんセンターは、県民が求める高度で専門的ながん医療を提供するとともに、都道府県がん診療連携拠点病院として栃木県のが

んの医療水準の向上・均てん化を推進するなど、県内におけるがん医療に対して極めて重要な役割を果たしている。 

平成 28（2016）年度から令和２（2020）年度までの第１期中期目標期間においては、がんリハビリテーション提供体制の整備やゲノムセ

ンターの開設を行うとともに、地方独立行政法人制度の特長を活かして、専門的な資格やノウハウを持った職員を随時採用するなど、医療の
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質の向上とその体制づくりに取り組んできた。一方、経営面においては、急速な高齢化の進展、入院治療から外来治療への移行、医療技術の

進歩等、医療環境の変化により、厳しい経営状況が続いていたことを踏まえ、第２期においては、引き続き、第１期で充実を図った医療の質

とその提供体制を維持しつつ、より高度で専門的な医療の提供を推進するとともに、医療環境の変化に迅速に対応し、一層の経営健全化に取

り組んでいく。 

 

 (2) 定められている事項 

   当法人の中期目標においては、以下の事項が定められている。 

第１ 中期目標の期間 令和３(2021)年４月１日から令和８(2026)年３月 31日までの５年間 

第２ 県民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関

する事項 

１ 質の高い医療の提供 

２ 安全で安心な医療の提供 

３ 患者・県民の視点に立った医療の提供 

４ 人材の確保と育成 

５ 地域連携の推進 

６ 地域医療への貢献 

７ 災害等への対応 

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 １ 業務運営体制の確立 

２ 収入の確保及び費用の削減への取組 

第４ 財務内容の改善に関する事項 

第５ その他業務運営に関する重要事項 １ 施設整備のあり方・医療機器整備の検討 

２ 適正な業務の確保 

 

５ 理事長の理念や運営上の方針・戦略等 

 (1) 基本理念 

学問（Philosophy）に裏付けられた最高の技術（Art）を愛の心（Humanity）で県民の皆様に提供します 
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 (2) 基本方針 

  ア 患者さんの権利を尊重し、相互の理解のもとに診療をすすめます 

  イ 病院スタッフのチームワークで最良のがん医療を実践します 

  ウ 最新の学問によるがん医療のリーダーをめざします 

  エ 都道府県がん診療連携拠点病院として、地域に開かれたがん専門病院をめざします 

オ 高い倫理観と熱意をもった医療人を育成します 

 

６ 中期計画及び年度計画 

  中期目標を達成するための中期計画と当該計画に基づく年度計画との関係は以下のとおり。 

中期計画と目標とする指標 令和４(2022)年度計画と目標とする指標 

第１ 中期計画の期間 

令和３(2021)年４月１日から令和８(2026)年３月 31日までの 

５年間 

 

第２ 県民に対して提供する医療サービスその他の業務の質の向上

に関する目標を達成するためとるべき措置 

第１ 県民に対して提供する医療サービスその他の業務の質の向上

に関する目標を達成するためとるべき措置 

 １ 質の高い医療の提供 １ 質の高い医療の提供 

  (1) 高度で専門的な医療の推進 

(2) チーム医療の推進 

(3) 緩和ケアの推進 

(4) がん患者リハビリテーションの推進 

同左 

  【目標とする指標】 

・高難度手術延べ件数（R7目標値：60 件） 

・臨床研究件数（R7目標値：200件） 

・緩和ケア外来における緩和ケアセンター看護師同席件数 

（R7目標値：270件） 

【目標とする指標】 

・高難度手術延べ件数（R4目標値：60件） 

・バイオバンク登録件数（R4目標値：3,000件） 

・がんゲノムプロファイリング検査件数（R4目標値：47件） 

・リンパ浮腫に対する施術件数（R4目標値：855件） 
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・リハビリテーション新規依頼件数（R7目標値：1,035件） ・臨床研究件数（R4目標値：200件） 

・緩和ケア外来における緩和ケアセンター看護師同席件数 

（R4目標値：258件） 

・リハビリテーション新規依頼件数（R4目標値：1,035件） 

 ２ 安全で安心な医療の提供 ２ 安全で安心な医療の提供 

  (1) 医療安全対策等の推進 

(2) 医療機器、医薬品等の安全管理の徹底 
同左 

  【目標とする指標】 

・全インシデント報告に対するヒヤリハット報告レベル０－１

の割合（R7目標値：70.0％） 

【目標とする指標】 

・全インシデント報告に対するヒヤリハット報告レベル０－１の割 

合（R4目標値：67.0％） 

・感染対策研修受講率（R4目標値：90.0％） 

 ３ 患者・県民の視点に立った医療の提供 ３ 患者・県民の視点に立った医療の提供 

  (1) 患者及びその家族への医療サービスの充実 

(2) 患者の就労等に関する相談支援機能の充実 

(3) 患者及びその家族の利便性・快適性の向上 

(4) 県民へのがんに関する情報の提供 

(5) ボランティア等民間団体との協働 

同左 

  【目標とする指標】 

・患者満足度割合（R7目標値：90％以上） 

【目標とする指標】 

・専門看護相談件数（R4目標値：1,350件） 

・院内クリニカルパス適用症例率（R4目標値：53.0％） 

・医療相談件数（R4目標値：3,500件） 

・患者満足度割合（R4目標値：90％以上） 

 ４ 人材の確保と育成 ４ 人材の確保と育成 

  (1) 医療従事者の確保と育成 

(2) 研修内容の充実 
同左 
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(3) 人事管理制度の構築 

(4) 働きやすい職場環境づくり 

(5) 医療従事者の臨床倫理観の向上 

  【目標とする指標】 

・職員満足度割合（R7目標値：90％以上） 

【目標とする指標】 

・医師数（R4目標値：62人） 

・職員満足度割合（R4目標値：82.5％以上） 

 ５ 地域連携の推進 ５ 地域連携の推進 

  (1) 地域の医療機関等との連携強化 

(2) 患者の在宅療養を支援するための病診連携の強化 

(3) 在宅緩和ケアの推進 

同左 

  【目標とする指標】 

・紹介率（R7目標値：97.0％） 

・逆紹介率（R7目標値：50.0％） 

【目標とする指標】 

・医師のとちまるネット利用登録率（R4目標値：81.0％） 

・受託検査件数（R4目標値：150件） 

・退院調整症例の在宅復帰率（R4目標値：80.0％） 

・在宅療養中に関係機関と連携した患者の在宅看取り率 

 （R4目標値：30.0％） 

・紹介率（R4目標値：96.4％） 

・逆紹介率（R4目標値：47.0％） 

 ６ 地域医療への貢献 ６ 地域医療への貢献 

  (1) 地域のがん医療の質の向上のための支援 

 (2) がん対策事業への貢献 
同左 

  【目標とする指標】 

 なし 

【目標とする指標】 

・地域医療機関向け研修実施回数（R4目標値：６回） 

 ７ 災害等への対応 ７ 災害等への対応 

  【目標とする指標】 【目標とする指標】 
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 なし  なし 

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとる

べき措置 

第２ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとる

べき措置 

 １ 業務運営体制の確立 １ 業務運営体制の確立 

  (1) 効率的な組織体制の構築 

(2) 経営参画意識の向上 
同左 

 ２ 収入の確保及び費用の削減への取組 ２ 収入の確保及び費用の削減への取組 

  (1) 収入の確保への取組 

(2) 費用の削減への取組 
同左 

  【目標とする指標】 

・運用病床利用率（R7目標値：85％以上） 

【目標とする指標】 

・新入院患者数（R4目標値：4,460人） 

・新外来患者数（R4目標値：6,940人） 

・運用病床利用率（R4目標値：85％以上） 

・診療材料費対医業収益比率（R4目標値：9.1％） 

・ジェネリック医薬品採用比率（R4目標値：86.1％） 

第４ 予算、収支計画及び資金計画 第３ 予算、収支計画及び資金計画 

  【目標とする指標】 

・経常収支比率（R7目標値：100％以上） 

・医業収支比率（R7目標値：85％以上） 

【目標とする指標】 

・経常収支比率（R4目標値：100％以上） 

・医業収支比率（R4目標値：85％以上） 

第５ 短期借入金の限度額 

   600百万円 

第４ 短期借入金の限度額 

   600百万円 

第６ 出資等に係る不要財産又は出資等に係る不要財産となること

が見込まれる財産の処分に関する計画 

   なし 

第５ 出資等に係る不要財産又は出資等に係る不要財産となること

が見込まれる財産の処分に関する計画 

   なし 

第７ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 第６ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 
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   なし    なし 

第８ 剰余金の使途 第７ 剰余金の使途 

第９ 料金に関する事項  

 １ 使用料及び手数料 

２ 使用料及び手数料の減免 

 

第 10 その他業務運営に関する重要事項を達成するためとるべき措

置 

第８ その他業務運営に関する重要事項を達成するためとるべき措

置 

 １ 施設整備のあり方・医療機器整備の検討 

２ 適正な業務の確保 
同左 
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７ 持続的に適正なサービスを提供するための源泉 

(1) ガバナンスの状況 

当法人のガバナンス体制は次のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

栃木県知事 

目標案・評価案の諮問等 

栃木県立病院地方独立行政法人評価委員会 

副センター長 

経営企画室長 病院長 研究所長 監査室 

副病院長 

統括診療部 統括技術部 薬剤部 看護部  
がん予防情報 

相談部 

事務局長 

事務局 

任命 
監事 

理事会 

意見 

 

招集 
任命 

理事長 
（センター長） 

目標の 

指示・評価等 実績報告等 

意見 
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 (2) 役員の状況（令和４（2022）年４月１日現在） 

役 職 区 分 氏 名 経   歴 

理 事 長 常 勤 尾澤 巖 平成 30（2018）年４月  
栃木県立がんセンター 副理事長（病院長兼務、経営企画室長兼

務）  
令和４（2022）年４月 現職（センター長兼務） 

副理事長 常 勤 藤田 伸 平成 30（2018）年４月  
栃木県立がんセンター 理事（副病院長兼務）  

令和４（2022）年４月 現職（副センター長兼務） 
副理事長 常 勤 五月女 智史 令和２（2020）年４月 

 栃木県立がんセンター 副理事長（事務局長兼務） 
令和４（2022）年４月 現職（事務局長兼務、経営企画室長兼務） 

理  事 常 勤 安藤 二郎 令和２（2020）年４月 栃木県立がんセンター 副病院長 
令和４（2022）年４月 現職（病院長兼務） 

理  事 常 勤 平林 かおる 令和３（2021）年４月 栃木県立がんセンター 研究所長 
令和４（2022）年４月 現職（副病院長兼務） 

理  事 非常勤 若尾 文彦 令和３（2021）年９月 国立がん研究センター がん対策研究所 
事業統括 

平成 28（2016）年４月 現職 
理  事 非常勤 野間 重孝 令和２（2020）年４月 済生会宇都宮病院 院長 

令和２（2020）年４月 現職  
監   事 非常勤 薄井 里奈 令和２（2020）年８月 浅野正富法律事務所 弁護士 

平成 30（2018）年４月 現職 
監   事 非常勤 佐藤 千鶴子 昭和 57（1982）年３月 佐藤千鶴子公認会計士事務所 所長 

平成 28（2016）年４月 現職 
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 (3) 職員の状況 

ア 常勤職員の数 

職種 

令和４（2022）年度 令和５（2023）年度 

令和４（2022）年 

４月１日現在 

令和５（2023）年 

３月１日現在 

令和５（2023）年 

４月１日現在 

医師 ６０ ６０ ６５ 

歯科医師 ２ ２ ２ 

診療放射線技師 １８ １８ １８ 

臨床検査技師 ２７ ２４ ２６ 

管理栄養士 ４ ４ ４ 

理学療法士 ４ ５ ５ 

歯科衛生士 ２ ２ ２ 

臨床工学技士 ２ ２ ２ 

医療映像職 １ １ １ 

公認心理師 １ １ １ 

薬剤師 １５ １６ １７ 

看護師 ２３４ ２２５ ２３５ 

メディカルソーシャルワーカー ２ ２ ２ 

保健師 ５ ５ ５ 

遺伝カウンセラー   １ 

事務職 

 

３２ ３３ ３６ 

特定業務職 ３０ ２７ ２９ 

研究員 ３ ２ ２ 

合   計 ４４２ ４２９ ４５３ 
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イ 非常勤職員の数 

令和４（2022）年４月１日現在において 46人（令和５（2023）年４月 1日現在において 43人）となっている。 

 

 (4) 重要な施設等の整備等の状況 

ア 当事業年度中に建替整備が完了した主要施設等 

     なし 

イ 当事業年度において建替中の主要施設等の新設・拡充 

     なし 

ウ 当事業年度中に処分した主要施設等 

     なし 

 

 (5) 純資産の状況 

（単位：百万円） 

区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

設立団体出資金 １，９９２ ０ ０ １，９９２ 

資本剰余金 ６６ １２ ０ ７８ 

利益剰余金 １，４９０ １８１ ０ １，６７１ 

純資産合計 ３，５４８ １９３ ０ ３，７４１ 

  （注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがある。 
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 (6) 財源の状況 

  ア 財源の内訳 

（単位：百万円） 

区 分 金 額 構成比率 

収入   

 営業収益 １０，５２７ ８７．４％ 

  医業収益 ７，７０７ ６４．０％ 

  運営費負担金 １，３０１ １０．８％ 

  補助金等 ８８６ ７．４％ 

 営業外収益 ９５ ０．８％ 

 臨時利益 ０ ０．０％ 

 資本収入 １，４２４ １１．８％ 

合 計 １２，０４６ １００．０％ 

  （注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがある。 

 

  イ 自己収入に関する説明 

    当センターにおける主な自己収入は医業収益 7,707百万円で、医業収益の主な内訳としては、入院収益 3,768百万円、外来収益 3,785百

万円となっている。 

 

 (7) 社会及び環境への配慮等の状況 

    当法人は、国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律（平成 24 年法律第 50 号）第９条第１項の規定に基

づき、障害者就労施設等からの物品等の調達の推進を図るための方針を定め、障害者就労施設等からの物品の調達の推進に取り組んでい

る。 
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８ 業務運営上の課題・リスク及びその対応策 

 (1) リスク管理の状況 

当法人では、効率的かつ効果的な業務執行及び適正な事務執行の確保、地方独立行政法人法（平成 15年法律第 118号）その他の法令等の

遵守の促進を目的として、内部統制規程を整備している。 

また、令和４（2022）年度においても継続的にリスクマネジメント部会で院内におけるインシデント事例を共有し、医療事故等の発生防止

に努めたほか、リスクマネージャーを対象とした研修を行い、役割実践の強化を図った。 

 

 (2) 業務運営上の課題・リスク及びその対応策の状況 

令和４（2022）年度においては、内部監査及び監事による業務監査を実施し、財務等のリスクに対する対応状況について確認の上、必要な

改善を行った。 

 

９ 業績の適正な評価の前提情報 

当センターが実施すべき事業を５大事業（病院事業、研究事業、臨床試験管理事業、バイオバンク事業、がん対策事業）として整理し、がん

専門病院として高度専門医療を提供するとともに、がん医療に関する調査及び研究を推進している。また、都道府県がん診療連携拠点病院とし

て、他の医療機関等との連携協力のもと、がん医療や相談支援に従事する人材の育成、がん教育を含めた普及啓発活動等を行い、県内における

がん医療水準の向上に取り組んでいる。 

 

(1) 病院事業 

病院事業では、患者に「安心・安全な最新がん医療を提供する場」としての病院であるために、病態に応じて患者が必要とする医療を受け

られるよう、集学的治療の充実を図り、高度で専門的な医療を提供している。 

・ がんゲノム医療：がんゲノム医療連携病院として、最新のゲノム情報を利用したゲノム診療を、国立がん研究センターとの連携を密にし 

て実施している。 

・ 希少がんの診療：症例数が少ないため、豊富な治療経験と高度な専門的知識が求められる骨軟部腫瘍を含む希少がんの診療を実施して 

いる。 

・ 外科療法（手術）：可能な限り患者の体への負担を減らした低侵襲治療（ロボット支援手術等）を提供している。 
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・ 放射線治療：２台のリニアック装置を設置している。また、子宮頸がん等を対象に、イリジウム-192を用いた小線源治療を実施してい 

るほか、分化型甲状腺がん（乳頭がん、濾胞がん）の甲状腺全摘後を対象に、ヨウ素-131内用療法等を実施している。 

  ・ 薬物療法：外来化学療法センター（治療ベッド数 25床）にて外来化学療法を実施している。 

(2) 研究事業 

研究事業では、研究所において、がんの個別化医療を中心に最新のがん医療を提供するための研究を実施し、アカデミア（学術研究機構）、 

国立がん研究センター、製薬会社、企業と行う共同研究の結果を臨床にフィードバックするトランスレーショナルリサーチ事業を推進して 

いる。 

(3) 臨床研究管理事業 

臨床試験管理事業では、臨床試験管理センターにおいて、最新のがん医療を提供するために、臨床試験を通じた新しい治療薬の開発（治 

験）や、新しい治療方法の研究（臨床研究）を実施している。また、アカデミア（学術研究機構）、国立がん研究センター、製薬会社、企業 

と行う共同研究、当センター研究所との内部研究を管理している。 

(4) バイオバンク事業 

バイオバンク事業では、当センターで収集された血液や組織といった検体試料と、付随する診療情報等を保管し、がん患者の将来的な検査 

や治療に役立てるとともに、アカデミア（学術研究機構）や製薬会社等への検体試料の提供や共同研究での活用により、がんの診断や治療の 

発展に取り組んでいる。 

(5) がん対策推進事業 

がん対策推進事業では、都道府県がん診療連携拠点病院として、県内のがん診療連携拠点病院等と連携し、がん対策推進計画に沿ったがん

医療を県民に提供するための施策を推進している。 
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10 業務の成果と使用した資源との対比 

 (1) 令和４（2022）年度の業務実績とその自己評価 

   詳細については業務実績等報告書（https://www.tochigi-cc.jp/about/copy_of_index.html）をご覧ください。 

                                                         （単位：百万円） 

項 目 自己評価 行政コスト 

第１ 県民に対して提供する医療サービスその他の業務の質の向上に関する事項 

 １ 質の高い医療の提供 Ａ 

９，７０８ 

２ 安全で安心な医療の提供 Ａ 

３ 患者・県民の視点に立った医療の提供 Ａ 

４ 人材の確保と育成 Ｂ 

５ 地域連携の推進 Ａ 

６ 地域医療への貢献 Ａ 

７ 災害等への対応 Ａ 

第２ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

 １ 業務運営体制の確立 Ａ  

２ 収入の確保及び費用の削減への取組 Ｂ 

第３ 予算、収支計画及び資金計画 

 財務内容の改善に関する事項 Ａ  

第８ その他業務運営に関する重要事項 

 １ 施設整備のあり方・医療機器整備の検討 Ａ  

２ 適正な業務の確保 Ａ 

法人共通 ７３３ 

合  計 １０，４４１ 

  （注）評価基準 

     Ｓ：計画を上回って実施している。 
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     Ａ：概ね計画どおり実施している。 

     Ｂ：計画をやや下回って実施している。 

     Ｃ：計画を下回っている、又は実施していない。 

 

(2) 当中期目標期間における知事による過年度の全体評価の状況 

年度 評価結果 

令和３（2021）年度 中期計画の達成に向けて概ね順調な進捗状況である。 

令和４（2022）年度 ― 

令和５（2023）年度 ― 

令和６（2024）年度 ― 

令和７（2025）年度 ― 
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11 予算と決算との対比 

                                                        （単位：百万円） 

区分 
令和４(2022)年度 

差額理由 
予算 決算 

収入 

営業収益 

医業収益 

運営費負担金 

その他営業収益 

営業外収益 

臨時利益 

資本収入 

計 

 

１０，５４１ 

９，１８７ 

１，２９０ 

６４ 

１１１ 

０ 

１，７２３ 

１２，３７５ 

 

１０，０６９ 

７，７２２ 

１，３０１ 

１，０４６ 

９９ 

０ 

１，４２４ 

１１，５９３ 

 

 

入院収益の減（患者数、単価の減）   

 

受託研究収入の増、負担金の増 

 

 

借入金の減 

支出 

営業費用 

医業費用 

一般管理費 

その他営業費用 

営業外費用 

臨時損失 

資本支出 

計 

 

９，６９９ 

９，５１５ 

１５３ 

３１ 

９７ 

０ 

２，０６１ 

１１，８５７ 

 

９，０３９ 

８，８９７ 

１３０ 

１３ 

７０ 

０ 

１，７６２ 

１０，８７１ 

 

 

給料、手当、材料費の減、光熱水費の増 

（注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがある。 
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12 財務諸表 

(1) 貸借対照表 

                                                 （単位：百万円） 

資産の部 金額 負債の部 金額 

固定資産 

 有形固定資産 

 無形固定資産 

 投資その他の資産 

流動資産 

 現金及び預金 

 未収金 

 貸倒引当金 

 棚卸資産 

 その他流動資産 

９，７９６ 

９，２６０ 

０ 

５３６ 

５，５３８ 

３，３５２ 

２，００２ 

△４ 

１７１ 

１７ 

 

固定負債 

 長期借入金 

 移行前地方債償還債務 

 資産見返負債 

 引当金 

流動負債 

預り補助金等 

 １年以内返済予定長期借入金 

１年以内返済予定移行前地方債償還債務 

未払費用 

未払金 

前受金 

預り金 

引当金 

８，９１０ 

２，８９６ 

２，５３２ 

１，２２０ 

２，２６２ 

２，６８４ 

２ 

５８３ 

４７４ 

０ 

１，３１２ 

５ 

２８ 

２８１ 

負債合計 １１，５９４ 

純資産の部  

資本金 

資本剰余金 

利益剰余金 

１，９９２ 

７８ 

１，６７１ 

純資産合計 ３，７４１ 

資産合計 １５，３３５ 負債純資産合計 １５，３３５ 

   （注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがある。 
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 (2) 行政コスト計算書 

                 （単位：百万円） 

科目 金額 

Ⅰ 損益計算書上の費用 １０，４４１ 

   医業費用 ９，７０８ 

   一般管理費 １３９ 

   その他営業費用 ９ 

   控除対象外消費税損失 ４７９ 

   資産取得控除対象外消費税償却 ３６ 

   営業外費用 ７０ 

Ⅱ その他行政コスト ０ 

Ⅲ 行政コスト １０，４４１ 

（注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがある。 

 

(3) 損益計算書 

                                  （単位：百万円） 

科目 金額 

営業収益 １０，５２７ 

 医業収益 

 運営費負担金収益 

補助金等収益 

 資産見返負債戻入  

 受託事業等収益 

 その他営業収益 

７，７０７ 

１，３０１                               

                  ８８６ 

４７８ 

９ 

１４７ 

営業費用 １０，３７２ 
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 医業費用 

 一般管理費 

その他営業費用 

 控除対象外消費税損失 

 資産取得控除対象外消費税償却 

９，７０８ 

１３９                  

９ 

４７９                  

                   ３６ 

営業外収益 ９５ 

 運営費負担金収益 

 寄附金収益 

 その他営業外収益 

４４ 

５ 

                   ４５ 

営業外費用 ７０ 

 財務費用 

 雑損失 

６７ 

                     ２ 

臨時利益 ０ 

臨時損失 ０ 

当期純利益 １８１ 

  （注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがある。 

 

 (4) 純資産変動計算書 

                                       （単位：百万円） 

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 純資産合計 

当期首残高 １，９９２ ６６ １，４９０ ３，５４８ 

当期変動額 ０ １２ １８１ １９３ 

 当期純利益 ０ ０ １８１ １８１ 

当期末残高 １，９９２ ７８ １，６７１ ３，７４１ 

（注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがある。 
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 (5) キャッシュ・フロー計算書 

                    （単位：百万円） 

科目 金額 

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー（Ａ）      １０５ 

   医療材料の購入による支出 △３，３４８ 

   人件費支出 △３，８６１ 

   その他業務支出      △２，２３３ 

   医業収入 ７，６７９        

   運営費負担金収入        １，３４５ 

補助金等収入 ５１０ 

補助金等の精算による返還金の支出 △１４ 

寄附金収入 ５ 

    その他業務収入 ８９ 

      利息受取 ０ 

      利息支払         △６７ 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー（Ｂ）          △１，１７２ 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー（Ｃ）         ８０ 

Ⅳ 資金の増加額（又は減少額）（Ｄ＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ）         △９８７ 

Ⅴ 資金の期首残高（Ｅ） ４，３３９ 

Ⅵ 資金の期末残高（Ｆ＝Ｄ＋Ｅ）       ３，３５２ 

（注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがある。 
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13 財政状態、運営状況及びキャッシュ・フローの状況の理事長による説明情報 

(1) 貸借対照表 

（資産） 

2022年度末現在の資産合計は 15,335 百万円となっている。期首と比較して 418百万円の減となっている。主な減少要因としては、現金

預金 987百万円の減があり、増加要因として建物 124百万円、未収金 484百万円の増となっている。 

 

（負債） 

2022年度末現在の負債合計は 11,594 百万円となっている。期首と比較して 611百万円減となっている。主な減少要因としては、移行前

地方債償還債務 474百万円、未払金 772 百万円の減があり、増加要因として、長期借入金 366百万円、引当金 93百万円の増となっている。 

 

 (2) 行政コスト計算書 

2022年度の行政コストは 10,441百万円となっている。 

 

 (3) 損益計算書 

（経常収益） 

2022 年度の経常収益は 10,622 百万円となっている。主な内訳としては、医業収益が 7,707 百万円、運営費負担金収益が 1,301 百万円、

補助金等収益が 886百万円となっている。 

 

（経常費用） 

2022 年度の経常費用は 10,441 百万円となっている。主な内訳としては、給与費 3,770 百万円、材料費 3,084 百万円、経費 1,984 百万

円）となっている。 

 

（当期純損益） 

2022年度の当期純利益は、経常損益の状況により、181百万円となっている。 
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 (4) 純資産変動計算書 

2022年度の純資産は、資本剰余金が 12百万円増加、当期純利益が 181百万円増加した結果、3,741百万円となっている。 

 

 (5) キャッシュ・フロー計算書 

（業務活動によるキャッシュ・フロー） 

2022 年度の業務活動によるキャッシュ・フローは 105 百万円となっている。内容としては、医療材料の購入による支出△3,348 百万円、

人件費支出△3,861百万円、その他業務支出△2,233百万円、補助金等の精算による返還金支出△14百万円、利息支払額△67百万円、医業

収入 7,679百万円、運営費負担金収入 1,345百万円、補助金等収入 510百万円、寄附金収入 5百万円、その他の収入 89百万円となってい

る。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

2022 年度の投資活動によるキャッシュ・フローは△1,172 百万円となっている。内容としては、有形固定資産の取得による支出△1,647

百万円、運営費負担金収入 475百万円となっている。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

2022年度の財務活動によるキャッシュ・フローは 80百万円となっている。内容としては、長期借入金による収入 949百万円、長期借入

金の返済による支出△392百万円、移行前地方債償還債務の償還による支出△477百万円となっている。 

 

14 内部統制の運用に関する情報 

当法人は、役員（監事を除く。）の職務の執行が地方独立行政法人法（平成 15年法律第 118号）またはその他の法令等に適合することを確

保するための体制、及びその他業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項を業務方法書に定めている。当該業務方法書に基づき、

内部監査や監事による監査を実施するなど、内部統制の状況についてモニタリングを実施するとともに、内部統制委員会として経営会議を開

催し、法人の重要な方針及び施策とともに内部統制に係る取組について検討及び審議を行っている。 
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15 法人の基本情報 

(1) 沿革 

  平成 28（2016）年４月１日 地方独立行政法人として設立 

 

 (2) 設立根拠法 

   地方独立行政法人法（平成 15年法律第 118号） 

 

 (3) 設立団体の長 

栃木県知事 
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 (4) 組織図（令和４（2022）年４月１日現在） 

    

研 究 所

監 査 室

研 修 セ ン タ ー

ゲ ノ ム セ ン タ ー

希 少 が ん セ ン タ ー

ロ ボ ッ ト 支 援 手 術 セ ン タ ー

バ イ オ バ ン ク セ ン タ ー

感 染 症 対 策 セ ン タ ー

医 療 安 全 推 進 セ ン タ ー

臨 床 試 験 管 理 セ ン タ ー

緩 和 ケ ア セ ン タ ー

地 域 連 携 セ ン タ ー

が ん 相 談 支 援 セ ン タ ー

広 報 広 聴 セ ン タ ー

臨 床 検 査 セ ン タ ー

超 音 波 セ ン タ ー

内 視 鏡 セ ン タ ー

入 退 院 セ ン タ ー

化 学 療 法 セ ン タ ー

ＴＱＭ（ﾄｰﾀﾙｸｵﾘﾃｨﾏﾈｼﾞ ﾒﾝ ﾄ）センター

統 括 診 療 部

統 括 技 術 部

薬 剤 部

看 護 部

が ん 予 防 情 報 相 談 部

が ん リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン セ ン タ ー

理 事 会 理 事 長 経 営 企 画 室

監 事 事 務 局

病 院
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 (5) 事務所の所在地 

栃木県宇都宮市陽南４丁目９番 13号 

 

(6) 主要な財務データの経年比較 

                                       （単位：百万円） 

区分 平成 30(2018)年度 令和元(2019)年度 令和２(2020)年度 令和３(2021)年度 令和４(2022)年度 

資産 １２，７３５ １２，２５５ １２，３４４ １５，７５３ １５，３３５ 

負債 １０．８９８ １０，７１３ １０，６７８ １２，２０５ １１，５９４ 

純資産 １，８３７ １，５４２ １，６６６ ３，５４８ ３，７４１ 

行政コスト － － － － １０，４４１ 

経常収益 ９，６４２ ９，７８３ ９，９００ １１，７５５ １０，６２２ 

経常費用 ９，８３６ １０，０９０ ９，７８７ ９，８８５ １０，４４１ 

当期純損益 △１９０ △３０６ １１３ １，８７０ １８１ 

資金期末残高 １，９０７ １，８６９ １，９８９ ４，３３９ ３，３５２ 

（注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがある。 
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(7) 翌事業年度に係る予算、収支計画及び資金計画 

  ア 予算（令和５（2023）年度） 

                               （単位：百万円） 

区分 金額 

収入  

 営業収益 １０，９５２ 

 医業収益 ９，４９８ 

運営費負担金 １，３８８ 

その他営業収益 ６７ 

営業外収益 ９９ 

 運営費負担金 ４９ 

その他営業外収益 ５０ 

資本収入 １，２４３ 

 運営費負担金 ５５９ 

長期借入金 ６８４ 

計 １２，２９５ 

支出  

 営業費用 １０，１１８ 

 医業費用 ９，９１５ 

 給与費 ３，８３１ 

材料費 ３，７３８ 

経費 ２，２７７ 

研究研修費 ６９ 

一般管理費 １６２ 
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その他営業費用 ４１ 

営業外費用 ８５ 

資本支出 １，６６２ 

 建設改良費 ６０６ 

償還金 １，０５７ 

計 １１，８６６ 

（注１）計数は、端数をそれぞれ四捨五入している。 

（注２）給与改定及び物価の変動は考慮していない。 

 

  イ 収支計画（令和５（2023）年度） 

                               （単位：百万円） 

区分 金額 

収入の部 １１，６１８ 

 営業収益 １１，５２３ 

 医業収益 ９，４７６ 

運営費負担金 １，３８８ 

その他営業収益 ６５９ 

 営業外収益 ９５ 

 運営費負担金 ４９ 

その他営業外収益 ４６ 

支出の部 １１，６１４ 

 営業費用 １１，５２９ 

 医業費用 １０，７７４ 

 給与費 ４，２７９ 

材料費 ３．４０４ 
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経費 ２，０９６ 

減価償却費 ９３１ 

研究研修費 ６４ 

一般管理費 １７３ 

その他営業費用 ５８３ 

営業外費用 ８５ 

純利益 ４ 

（注１）計数は、端数をそれぞれ四捨五入している。 

（注２）給与改定及び物価の変動は考慮していない。 

 

  ウ 資金計画（令和５（2023）年度） 

                               （単位：百万円） 

区分 金額 

資金収入 １５，３９４ 

 業務活動による収入 １１，０２２ 

 診療業務による収入 ９，４７６ 

運営費負担金による収入 １，４３７ 

その他の業務活動による収入 １０９ 

投資活動による収入 ５５９ 

 運営費負担金による収入 ５５９ 

財務活動による収入 ６８４ 

 長期借入金 ６８４ 

前事業年度からの繰越金 ３，１２９ 

資金支出 １５，５１７ 

 業務活動による支出 １０，１７４ 
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 給与費支出 ３，９７８ 

材料費支出 ３，４００ 

その他の業務活動による支出 ２，７９６ 

投資活動による支出 ６０６ 

 固定資産の取得による支出 ６０６ 

財務活動による支出 １．０５７ 

 長期借入金の返済による支出 ５８３ 

 移行前地方債償還債務の償還による支出 ４７４ 

翌事業年度への繰越金 ３，３２１ 

（注１）計数は、端数をそれぞれ四捨五入している。 

（注２）給与改定及び物価の変動は考慮していない。 

 


